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１ 国際ボランティア貯金の概要 
 
 (1) 目 的 

預金者から通常郵便貯金の税引き後の受取利子の全部又は一部（20％から100％までの10％単位で選択。）を

日本郵政公社に寄附委託していただき（民営化後は独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構が寄附金を

引き継ぎ）、海外で活動する民間援助団体(ＮＧＯ)を通じて、開発途上地域の住民の福祉向上のために活用す

ることによって、国民参加による民間レベルでの海外援助の充実に資すること。 [平成３年１月４日取扱開

始、平成 19 年９月 30 日取扱終了] 

(2) 寄附金の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発途上地域 
の人々 
 
 
○ 医療援助 
 
○ 職業訓練 
 
○ 教育援助 
 
○ 農業指導 
 
○ 環境保全 
 
等 

注：旧公社に対して通常郵便貯金の利子の全部又は一部を海外で活
動する民間援助団体（ＮＧＯ）に寄附することを委託した預金者。
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２ 国際ボランティア貯金の加入状況の推移等 
 
 
 
 
 
   
 

（１）国際ボランティア貯金の加入状況の推移 
   
 
 
   
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 国際ボランティア貯金の加入件数については、制度創設当初は順調に増加してきていたが、平成17
年より行っている通帳の冊数制限に関する取組みを反映し、最近は減少傾向。平成19 年９月末時点の
加入件数は約2,510万件。 

・ 昨年度の郵便貯金利率の改定により、預金者の善意である寄附金の発生期間は半期であったの
も係わらず増加し、今回は約 13 億１千万円（前回約 10 億５千万円）となった。 
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（２）国際ボランティア貯金の加入状況の推移 

年 度 寄附金発生額 １件当たり平均発生額 年度平均利率

平成２年度 １１億  ９０６万円 ５２０．８円 ３.２６％ 

平成３年度 ２７億１,５８０万円 ４０２．７円 ３.０６％ 

平成４年度 ２４億１,９５６万円 ２３１．６円 １.８５％ 

平成５年度 ２５億２,１３１万円 １８２．９円 １.４５％ 

平成６年度 ３０億３,４１８万円 １８１．２円 １.３３％ 

平成７年度 １４億７,０５７万円 ７５．６円 ０.５２％ 

平成８年度  ９億６,８６８万円 ４４．１円 ０.２５％ 

平成９年度 １２億１,０７２万円 ４９．９円 ０.２５％ 

平成 10 年度 １１億３,２９２万円 ４４．６円 ０.２０％ 

平成 11 年度 ５億８,５１８万円 ２２．６円 ０.０９％ 

平成 12 年度 ７億８,０８３万円 ２９．９円 ０.１０％ 

平成 13 年度 １億９,３５６万円 ７．４円 ０.０２％ 

平成 14 年度 ５,６４１万円 ２．１円 ０.００６％ 

平成 15 年度 ５,３０８万円 １．９円 ０.００５％ 

平成 16 年度 ５,６９９万円 ２．０円 ０.００５％ 

平成 17 年度 ５,８８８万円 ２．２円 ０.００５％ 

平成 18 年度 １０億５,０５８万円 ４１．１円 ０.０８％ 

平成 19 年９月末 １３億１,１４８万円 ５２．２円 ０.２１％ 

〔参考１〕郵便貯金金利の推移 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％ 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

H2.4 H3.4 H4.4 H5.4 H6.4 H7.4 H8.4 H9.4 H10.4 H11.4 H12.4 H13.4 H14.4 H15.4 H16.4 H17.4 H18.4

0.21% 

(H19.3.5) 



 

３ 国際ボランティア貯金に係る配分団体等の決定方法 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 注：郵政民営化法等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律附則第 23 条の規定によりなおその効力を有することとされる同法第２条の規定による廃止前の郵便貯金の利子の民間海外援助事業

に対する寄附の委託に関する法律
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・ 旧国際ボランティア貯金法（注）において、国際ボランティア貯金に係る配分団体及び当該団体ご
との配分すべき額並びに配分団体が守らなければならない事項は、独立行政法人郵便貯金・簡易生
命保険管理機構（以下「機構」という。）が総務大臣の認可を受けて決定。 

・  配分団体等の決定に当たっては、機構は、預金者からの委託の本旨に従い、預金者の善意が有効
に無駄なく活かされるように注意しながら、法律の趣旨にかなったＮＧＯに寄附金を配分する義務
を負っているところ。 

委託

配分金交付 

【預金者】 



 

（参考）配分対象となる団体及び事業の要件 

【配分対象となる団体の要件】 

以下の要件全てを満たす団体を配分対象とする。 

 

① 日本国内に事務所を置き、かつ、代表者が定められ、意思決定

及び活動の責任の所在が明確であること。  

②  海外援助に関する事業を実施する営利を目的としない民間の

団体であること。 

③ 適正な会計処理が行われていること。 

④ 他の援助団体に対して、助成を行っていないこと。 

⑤ 過去の援助事業実施に当たって、重大な問題がないこと。 

※ 上記①～②については、団体の定款や規約などにより確認して

いる。 

※ 上記②について、海外援助に関する事業を実施する団体であっ

ても、国連機関や地方自治体若しくは国の公的資金により設立さ

れた特殊法人などは、配分対象としていない。 

※ 上記③については、配分申請書に添付の収支決算書等により確

認する。 

※ 上記を満たしていても、以下の場合は配分対象とならない場合が 

ある。 

・ 収支決算書における前年からの繰越収支差額が、配分申請額を大 

幅に超える団体 

・ 収支決算書における前年からの繰越収支差額が、配分申請額を大 

幅に超える団体 

 
 

 

 

【配分対象となる事業の要件】 

以下の要件全てを満たす事業を配分対象とする。 

 

①  援助事業の対象地域の状況や住民のニーズを十分把握し、ＢＨ

Ｎ(basic human needs)を充足させる事業であること。（※） 

② 申請団体が主体となって計画・実施する事業であること。 

③ 申請時点で援助事業の実施方法などの事業計画が明確になって

いること。 

④  申請団体がスタッフや専門家を援助地域に派遣し、現地の人々

と直接顔を合わせ、両者が協力して活動を展開する「お互いの顔

の見える援助」であること。 

⑤ 援助事業の対象地域の住民に技術を指導するなど、当該地域の

住民の自立を支援するものであること。 

⑥ 援助事業の実施期間が配分対象期間内のものであること。 

⑦ 継続して配分を受けている事業の場合、５年目以下であること。 

⑧ 活動内容に政治的または宗教的行為（類似行為を含む）が含ま

れていないこと。 

⑨ 国や地方公共団体などの公的な助成機関に重複して申請して

いないこと。 

⑩ 事業実施に当たって、現地政府や住民等と十分な調整を行って

いること。 

⑪ 申請時点で、外務省が発表している「海外危険情報」により、

事業実施地域について「退避に関する情報」が発出されておらず、

現地での活動に対する邦人の十分な安全が確保されていること。 

※ ①「ＢＨＮ［basic human needs］を充足させる事業」とは… 

衣食住、水、必要最低限の医療、教育など、日常生活を営む上で必要不可欠

なものを充足させるなど、開発途上地域の人々の生活改善に直接結びつく内容

の事業及び環境保全分野の事業については間接的に生活改善に結びつくもの。 

※ 配分となる経費 

① 開発途上地域の住民のために実施する援助事業に直接関わる経費。 

② 恒常的に要する経費で配分の成果が見えにくいものは対象外（国内事務所の管理運

営費等）。 

③ 申請額の上限は、既配分団体は 2,000 万円、新規申請団体は 200 万円（団体の海外

援助事業実績が１年未満の団体は 100 万円）を限度とする。 



 

４ 国際ボランティア貯金に係る配分団体等の申請概要等 
 
 
 
 
 
   
 
(1) 配分原資の状況等 

① 寄附金発生額 １３億１，１４８万円

② 前回からの寄附金繰越額 ６億０，６８８万円

③ 必要経費控除額（特に要した費用（注１）） ▲１１３万円

④ 配分原資（①＋②－③） １９億１，７２３万円
 
⑤ 配分金額  ４億９，９４９万円

⑥ 必要経費控除予定額（特に要する費用（注２）） ８３９万円

⑦ 配分保留額（④－⑤－⑥） １４億０，９３４万円

 

(2) 配分の概要等 

① 配分団体等の概要 

 １９年度下期 （参考）１９年度上期

 申 請 
団体数 ８１団体 ９９団体 
事業数 １０２事業 １２３事業 
金 額 約６．９億円 約６．９億円 

配 分 
団体数 ７４団体 ８１団体 
事業数 ９４事業 １０３事業 
金 額  ４億９，９４９万円  ４億７，８７０万円 

・ 平成１９年度下期の国際ボランティア貯金に係る寄附金の配分については、７４団体の実施する
９４事業に対し、総額約４億９，９４９万円を配分しようとするもの。 

・ 地域別では、アジアを中心に２６か国において事業を実施するＮＧＯに配分され、事業内容別内
訳の援助対象者別では、事業数では「子どものため」に実施するものが多く、次いで「農民の自立
のため」に実施するものが多い。また、事業内容別内訳の援助分野別では、「医療・衛生」及び「教
育」が多くなっている。

注１：寄附の委託の勧奨等のための費用 

注２：配分金の使途の監査等のための費用 
（ただし、①の額の1.5％（1,967万円）
が法定上限額（法第４条第２項）） 

注：計数は、切捨ての関係で一致しない場合がある。 



 

② 配分内訳 

ア 地域別内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

イ 事業内容別内訳  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

アジア   １６か国  ８２事業      ４億５，２７７万円（90.7%） 

アフリカ   ５か国   ５事業        ２，０６６万円 （4.1%） 

中近東     ２か国   ３事業         １，５６１万円 （3.1%） 

 中南米    ２か国   ３事業          ６８１万円 （1.4%） 

  欧州    １か国   １事業          ３６４万円 （0.7%） 

  

     ［計］    ２６か国  ９４事業       ４億９，９４９万円(100.0%) 

事業実施国：アジアを中心に２６か国 

援助対象者別では、事業数では「子どものため」に実施するものが

多く、次いで「農民の自立のため」に実施するものが多い。 
援助分野別では、「医療・衛生」及び「教育」が多い。 

［主たる援助対象者からみた分類］ 

・子どものため ………………２３事業       １億３，２５９万円 

・農民の自立のため …………１７事業         ７，２４４万円 

・女性の自立のため ………… ７事業         ４，５９７万円 

・難民のため ……………   ３事業         １，６０２万円 

・災害による被災民（難民関係を除く） 

のため    ……………… ２事業           ３１９万円 

・その他、住民一般を対象 …４２事業       ２億２，９２８万円 

［ 計 ］           ９４事業      ４億９，９４９万円 

［主たる援助分野からみた分類］ 
・医療・衛生 ………………３１事業    １億６，６７７万円 
・教育 ………………………１８事業    １億  １２４万円 
・職業訓練・技術指導 ……１５事業      ６，２７５万円 
・農業指導等農村開発  ……１４事業      ５，９３３万円 
・生活改善一般 ……………１０事業       ６，３５３万円 
・環境保全 ………………… ６事業      ４，５８７万円 

［ 計 ］          ９４事業     ４億９，９４９万円 



 

 

〔参考〕寄附金発生額が増加したことによる機構の取組 

○ ボランティア団体に対する周知強化 

    報道発表等のほかに、過去１１年間の配分団体に対し、事前説明会への参加の案内状を送付等の取組みを実施 

 

                       

       

 

 

 

 ※ 一団体平均の配分額は約 184 万円。（最高配分額 425 万円、最低配

分額 36 万円）



５ 国際ボランティア貯金寄附金の申請・配分状況（一般援助分）

103 団体 284 団体 341 団体 319 団体 319 団体 345 団体 334 団体 305 団体 263 団体 263 団体 228 団体 210 団体 131 団体 91 団体 73 団体 66 団体 99 団体 81 団体

180 事業 478 事業 524 事業 517 事業 464 事業 442 事業 403 事業 349 事業 306 事業 305 事業 261 事業 228 事業 131 事業 91 事業 73 事業 66 事業 123 事業 102 事業

約18億円 約69億円 約70 億円 約67 億円 約57 億円 約40 億円 約31 億円 約23 億円 約22 億円 約16 億円 約13 億円 約10 億円 約3.8 億円 約2.4 億円 約1.7 億円 約1.5 億円 約6.9 億円 約6.9 億円

52 か国 71 か国 76 か国 67 か国 78 か国 75 か国 72 か国 72 か国 61 か国 63 か国 55 か国 47 か国 39 か国 31 か国 31 か国 17 か国 37 か国 37 か国

102 団体 185 団体 185 団体 197 団体 235 団体 223 団体 209 団体 204 団体 202 団体 198 団体 172 団体 137 団体 88 団体 64 団体 53 団体 38 団体 81 団体 74 団体

148 事業 250 事業 240 事業 261 事業 305 事業 264 事業 239 事業 234 事業 237 事業 225 事業 193 事業 150 事業 88 事業 64 事業 53 事業 38 事業 103 事業 94 事業

913,580 千円 2,326,364 千円 2,185,633 千円 2,362,724 千円 2,810,747 千円 1,575,689 千円 1,061,905 千円 1,242,275 千円 1,180,238 千円 650,412 千円 666,464 千円 341,028 千円 142,667 千円 101,770 千円 86,034 千円 70,268 千円 478,704 千円 499,495 千円

48 か国 49 か国 58 か国 56 か国 61 か国 57 か国 50 か国 52 か国 50 か国 51 か国 45 か国 36 か国 30 か国 27 か国 22 か国 17 か国 36 か国 26 か国

アジア 21 か国 19 か国 20 か国 18 か国 18 か国 18 か国 15 か国 15 か国 15 か国 16 か国 15 か国 15 か国 14 か国 15 か国 15 か国 12 か国 15 か国 16 か国

中近東 3 か国 5 か国 5 か国 5 か国 4 か国 4 か国 4 か国 4 か国 5 か国 5 か国 4 か国 2 か国 0 か国 1 か国 1 か国 0 か国 3 か国 2 か国

アフリカ 14 か国 11 か国 15 か国 15 か国 20 か国 17 か国 17 か国 17 か国 18 か国 18 か国 15 か国 11 か国 8 か国 7 か国 2 か国 2 か国 11 か国 5 か国

太平洋 2 か国 3 か国 4 か国 5 か国 3 か国 3 か国 3 か国 1 か国 0 か国 2 か国 2 か国 0 か国 0 か国 0 か国 0 か国 0 か国 1 か国 0 か国

中南米 7 か国 8 か国 10 か国 7 か国 10 か国 9 か国 6 か国 7 か国 7 か国 4 か国 5 か国 4 か国 4 か国 3 か国 3 か国 3 か国 5 か国 2 か国

欧州 1 か国 3 か国 4 か国 6 か国 6 か国 6 か国 5 か国 8 か国 5 か国 6 か国 4 か国 4 か国 4 か国 1 か国 1 か国 0 か国 1 か国 1 か国

平成18年度平成16年度 平成17年度

事業実施国数

平成３年度

配分事業数

配分金額

申請事業実施国数

配分団体数

区別 平成13年度

申請事業数

申請団体数

平成14年度平成11年度平成10年度 平成12年度
平成19年度
下期（予定）

平成19年度平成15年度

申請金額

平成６年度 平成７年度 平成８年度 平成９年度平成４年度 平成５年度

 



 

６ 「配分団体が守らなければならない事項」の概要 
 
 
 

【定められている事項の主な内容】 

① 配分金の使途の制限 
・ 配分金は、機構が配分を決定した援助事業の実施計画以外の使途に使用してはならないこと。 

② 実施計画の変更等 
・ 実施計画は、やむを得ない事由がある場合を除き、変更してはならないこと。 
・ やむを得ない事由により実施計画を変更しなければならないときは、機構の承認を受けなければならないこと。 

等 

③ 配分金の経理等 
・ 配分金は、他の資金と区別して経理し、常にその使途状況を明らかにしておかなければならないこと。 
・ 援助事業が終了した際、配分金に余剰金が生じたときは、速やかに余剰金を返還しなければならないこと。 

   等 

④ 配分金に係るものであることの表示等 
・ 配分金に係る設備等には、寄附金によるものであることを表示しなければならないこと。 

等 

⑤ 完了報告 
・ 配分金に係る援助事業が完了したときは、速やかに機構に報告しなければならないこと。 

⑥ その他 
・ 不正の手段により配分金の交付を受けた場合には、機構に当該配分金を返還しなければならないこと。 

・ 配分団体が守らなければならない事項として、配分金の使途の適正の確保に資することを目的と
する事項が規定されている。 



７ 審 査 結 果 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅰ 配分団体及び配分額 

※ 下表で使用される法令名については、以下のとおりとする。 

・ 郵政民営化法等の施行に伴う関係法令の整備に関する法律（平成 17 年法律第 102 号）第２条第６号の規定により廃止される前の郵便貯金の利子の民間海外

援助事業に対する寄附の委託に関する法律（平成２年法律第 72 号） 

→ 旧郵便貯金利子寄附委託法 

・ 郵政民営化法等の施行に伴う関係法令の整備に関する法律（平成 17 年法律第 102 号）第２条第１号の規定により廃止される前の郵便貯金法（昭和 22 年法律

第 144 号） 

→ 旧郵便貯金法 

 

 

当該申請は、郵政民営化法等の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律（平成 17 年法律第 102

号。以下「整備法」という。）附則第 21 条により、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構（以

下「機構」という。）が設けた審査基準による機構内の審査等を経て、総務省に申請があったもので

ある。 

総務省でその審査基準、審査基準に基づく審査のあり方、そして機構法第 22 条に基づき機構が設

けた「配分団体が守らなければならない事項」について検証したところ、以下のとおり、審査基準は

適正なものであること、また、申請された平成 19 年度下期の国際ボランティア貯金に係る配分団体

及び当該団体ごとの配分すべき額（以下「配分額」という。）については、適正な審査内容によって

団体が選ばれ、配分が決定していること、さらに、配分団体が守らなければならない事項については、

その内容が整備法の規定に適合するものであること等から、当該申請に係る機構の審査は適当である

と判断される。したがって当該申請は認可することが適当と認められる。 



関連条文 審査結果 理  由 

【整備法附則第 21 条第１項前段】 

機構は、配分期間ごとに、旧郵便貯金利子寄附委託法

第２条第１項の委託があった通常郵便貯金（旧郵便貯金

法第７条第１項第１号に規定する通常郵便貯金をい

う。）につき旧郵便貯金利子寄附委託法第４条第１項の

規定により控除した利子を合計した金額（前条第１項又

は旧郵便貯金利子寄附委託法第２条第２項の規定によ

り返還した利子を除く。）とその配分期間に係る旧郵便

貯金利子寄附委託法第５条及び第６条第２項（附則第 23

条第１項の規定によりなおその効力を有するものとさ

れる場合を含む。）の金額の合計額（以下この項におい

て「寄附金」という。）について、旧郵便貯金利子寄附

委託法第２条第１項に規定する民間海外援助事業の実

施に必要な費用に充てるため寄附金の配分を希望する

同項に規定する民間海外援助団体を公募し、その申請を

受けた上、旧郵便貯金利子寄附委託法第１条に規定する

旧郵便貯金利子寄附委託法の目的に適合するよう、当該

寄附金を配分すべき団体（以下この項において「配分団

体」という。）及び当該配分団体ごとの配分すべき額を

決定し、その内容を公表するものとする。 

※旧郵便貯金利子寄附委託法第１条 

  この法律は、民間の発意に基づく開発途上にある海

外の地域の住民の福祉の向上に寄与する等のための

援助の充実に資するため、郵便貯金の預金者がその利

子の寄附を日本郵政機構に委託する制度を実施する

ことを目的とする。 

※旧郵便貯金利子寄附委託法第２条第１項 

  郵便貯金法（昭和 22 年法律第 144 号）第７条第１

項第１号に規定する通常郵便貯金の預金者は、この法

 

 

適 

 

 

１ 配分団体及び配分額に係る審査基準 

機構では、整備法附則第 21 条第１項前段の規定を踏まえ、配分団体に

係る審査基準及び配分額に係る審査基準をあらかじめ定めている。 

 

（１）配分団体に係る審査基準 

  配分団体に係る審査基準は「Ⅰ 形式検査」、「Ⅱ 団体要件」、「Ⅲ 事業

要件」を骨子としており、主な確認項目として次のようなものが挙げら

れる（詳細は別添１「チェックシート」参照）。 

・ 必要書類の全てが提出されていること 

（Ⅰ 形式検査） 

・ 海外援助に関する事業を実施する非営利民間団体であること 

（Ⅱ 団体要件） 

・ 地域実態を踏まえた BHN（基礎的生活分野）を充足に資する事業であ

ること 

（Ⅲ 事業内容） 

  なお、これら確認項目は、整備法附則第 21 条第１項前段に規定中の「旧

郵便貯金利子寄附委託法第１条の目的に適合」するものと認められる。 

 

（２）配分額に係る審査基準 

機構では、上記（１）の審査で適正と認められた団体の事業について、

配分申請額を費目別に分類して査定を行うとともに、過年度の事業評価

等を勘案して配分額を決定することとしている（詳細は別添３「配分団

体ごとの配分すべき額の算出方法」参照）。 

  なお、この配分方法で決定された金額は、整備法附則第 21 条第１項前

段に規定中の「民間海外援助事業の実施に必要な費用」に当たり、本審

査基準は適切なものであると認められる。 

 

２ 配分団体及び配分額の決定 

  機構は、配分申請を行った 81 団体のうち、上記１（１）の審査基準を



関連条文 審査結果 理  由 

律で定めるところにより、当該貯金から生ずる利子

（既に生じている利子であって元金に加えられてい

ないものを含む。）の全部又は一部を、当該貯金の元

金に加えることに代えて、民間の発意に基づく開発途

上にある海外の地域の住民の福祉の向上に寄与する

ための援助（天災その他非常の災害が生じた場合にお

けるその災害を受けた海外の地域の住民の緊急の需

要を満たすための援助を含む。）に関する事業（以下

「民間海外援助事業」という。）を行う営利を目的と

しない法人その他の団体（以下「民間海外援助団体」

という。）に寄附することを日本郵政公社（以下「公

社」という。）に委託することができる。 

満たすことが確認されたのは 74 団体について、上記１（２）の配分方法

に基づき配分額を決定しており、適正な手続に則って配分団体及び配分

額を決定していると認められる（詳細は別添２参照）。 

  なお、機構において、上記１（１）の要件を満たさないものとし

て、総務省に認可申請がなされなかった７団体については、提出された

書類等から上記１（１）中「Ⅲ事業要件」等に合致しない項目があるこ

とが確認されたため非配分としており、その判断は妥当なものと認めら

れる。 

【整備法附則第 21 条第１項後段】 

機構は、当該寄附金の額から、当該寄附金に係る寄附

の委託の勧奨等のため機構において特に要した費用の

額並びに当該寄附金の額（旧郵便貯金利子寄附委託法第

５条（附則第 23 条第１項の規定によりなおその効力を

有するものとされる場合を含む。）の規定により寄附金

に充てられた額を除く。）の 100 分の 1.5 に相当する額

を限度として寄附金の管理並びに配分に係る寄附金（以

下「配分金」という。）の交付及び配分金の使途の監査

のため機構において特に要する費用の額を差し引くこ

とができる。 

 

 

適 

 

機構においては、当該寄附金に係る寄附の委託の勧奨等のために特に要

した費用として、寄附金集計事務に係る人件費を計上しているが、その積

算から妥当なものと認められる。 

 また、寄附金の管理並びに配分に係る寄附金の交付及び配分金の使途の

監査のため特に要する費用として、監査旅費及び配分結果に関する調査委

託費等を計上しているが、当該費用は、整備法附則第 21 条第１項後段に定

める上限額の範囲内となっており、妥当なものと認められる。 



 

 

Ⅱ 配分団体が守らなければならない事項 

関連条文 審査結果 理  由 

【整備法附則第 22 条第１項】 

機構は、配分金（前条第１項及び旧郵便貯金利子寄附

委託法第４条第２項に規定する配分金をいう。以下この

条において同じ。）の使途の適正を確保するため必要が

あると認めるときは、配分団体（前条第１項及び旧郵便

貯金利子寄附委託法第４条第２項に規定する配分団体

をいう。以下この条において同じ。）が守らなければな

らない事項を定めることができる。 

 

 

適 

 

 

機配分団体が守らなければならない事項については、その内容として、

配分金の使途制限、実施計画の変更、配分金の経理に関するものが定めら

れており、配分金の使途の適正を確保するものであることから、整備法附

則第 22 条第１項の規定に適合し、妥当なものと認められる。 

 



 

 

８ 今後のボランティア貯金の取扱いについて 
 

 現在発生している配分金 
・ 本審議会において配分先等を決定し、残額については翌期以降の配分原資とする。 

 

 平成20年４月１日以降の取扱い  
・ 上記配分原資の残額は独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構が引き続き配分を行う。 
 

③ 配分金の経理等 
・ 配分金は、他の資金と区別して経理し、常にその使途状況を明らかにしておかなければならないこと。 
・ 援助事業が終了した際、配分金に余剰金が生じたときは、速やかに余剰金を返還しなければならないこと。 

   等 

④ 配分金に係るものであることの表示等 
・ 配分金に係る設備等には、寄附金によるものであることを表示しなければならないこと。 

等 

⑤ 完了報告 
・ 配分金に係る援助事業が完了したときは、速やかに機構に報告しなければならないこと。 

⑥ その他 
・ 不正の手段により配分金の交付を受けた場合には、機構に当該配分金を返還しなければならないこと。 
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